	＊　公社記入欄

	受付番号
	

	受付日
	

	受付者
	

	電話連絡者
	


様式第１号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 年　　　月　　 日

法人名　
代表者名（氏名）
所在地　
　　　平成２９年度 創業助成事業申請書
下記のとおり助成事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。
記
１．助成事業概要：　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（主な助成事業を３０字以内で記載してください。）
２．助成事業詳細 ： ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　　　　　　　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

                            ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
                          　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　　　　　　　　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　　　　　　　　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

                            ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

                          　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
                        　 （助成事業の内容について特徴や主なサービス・顧客層・ビジネスパートナーなどを
100字～150字程度でご記入ください）

３．助成金交付申請額：　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿円
４．事業完了予定日：　平成　　　年　　　月　　　日
（事業完了予定日は、平成30年7月31日～平成31年7月31日迄の日をご記入ください。）
５．現在利用している公社・都・他の公的機関の創業支援事業は、以下のとおりです。　
（項目を確認の上、該当するものに☑してください。）
☐　公社の創業支援事業
┗　□　TOKYO創業ステーション
□　事業可能性評価
□　創業支援施設〔名称：　　　　　　　　　　〕
□　都の創業支援事業
┗　□　学生起業家選手権又は TOKYO STARTUP GATEWAY
□　創業支援施設〔名称：　　　　　　　　　　〕
□　女性・若者・シニア創業サポート事業〔借入先金融機関：　　　　　　　　　　〕
☐　制度融資〔借入先金融機関：　　　　　　　　　　〕　
☐　都が出資するベンチャー企業向けファンドからの出資等　
☐　政策金融機関の資本性劣後ローン（創業）〔借入先金融機関：　　　　　　　　　　〕　
☐　他機関の創業支援施設(認定インキュ施設、公的機関、大学、金融機関等) 〔名称：　　　　　　　　　　〕
☐　認定特定創業支援事業及びそれに準ずる支援事業〔名称：　　　　　　　　　　〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６. 他の助成金の申請・採択・交付状況
申請者について公社・国・都道府県・区市町村等から助成金の申請・採択・交付の実績の過去5年間に
ついて直近のものから順にご記入ください。
※1「状況」欄には申請・採択・交付の状況をご記入ください。
※2「主体」欄には国・区市町村等、助成金を交付する主体をご記入ください。
※3「経費区分」には人件費・備品費などの費用の名称と金額をご記入ください。
※4「経費明細」には机・椅子などの費用の名称と金額をご記入ください。
	助成金の名称
	

	状況※1
	
	事業名
	

	主体※2
	
	年度
	
	助成期間　　　　　(H/○～H/○）
	

	経費区分※3
	経費明細※4

	名称
	金額（単位：円）
	名称
	金額（単位：円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	助成金の名称
	

	状況※1
	
	事業名
	

	主体※2
	
	年度
	
	助成期間　　　　　(H/○～H/○）
	

	経費区分※3
	経費明細※4

	名称
	金額（単位：円）
	名称
	金額（単位：円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	助成金の名称
	

	状況※1
	
	事業名
	

	主体※2
	
	年度
	
	助成期間　　　　　(H/○～H/○）
	

	経費区分※3
	経費明細※4

	名称
	金額（単位：円）
	名称
	金額（単位：円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


事業計画書
（１）申請者・事業の概要
(項目を確認の上、記載してください。選択項目は、該当するものに☑してください。)

申請時点において、　☐　創業済み　☐　創業前　
①申請者
	個人の場合
	ふりがな
	

	
	氏　名
	

	法人の場合
	ふりがな
	

	
	法人名
	

	
	ふりがな
	

	
	代表者名
	

	性別
	☐ 男　　　　　　　　　
☐ 女　　　　　　　　　
	生年月日
（年齢）
	☐ 昭和 ☐ 平成　年　月　日
（歳）

	住所・連絡先
（本申請について
書類の郵送及び連絡が可能であるもの）
	〒

	本事業申請直前の職業
	☐  1. 会社役員
☐　2. 個人事業主
☐　3. 会社員
☐　4. ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
☐　5. 学生
☐　6. なし（無職）　
☐　7. その他（　　　　　　）

	
	T E L(携帯)
	
	
	

	
	F A X
	
	
	

	
	E-mail
	
	
	

	本事業以外の
事業経営経験
	☐ 事業を経営したことがない。

☐ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。

　　┗ 事業形態　☐　個人事業　　☐　会社　　☐ 特定非営利活動法人

　　　 事業内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

☐ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。（やめた時期：☐ 昭和・☐ 平成　年　月）

	職　歴
	☐ 昭・☐ 平  年　月
	

	
	☐ 昭・☐ 平  年  月
	

	
	☐ 昭・☐ 平　年　月
	

	
	☐ 昭・☐ 平　年　月
	

	保有資格
	

	
	

	
	

	
	


②事業の概要
	現状の
組織形態
	☐ 1. 個人事業主
☐ 2. 法人（中小企業）
☐ 3. 特定非営利活動法人
☐ 4. なし（創業前）
	下記の１．個人事業主の欄をご記入ください

	
	
	下記の２．法人（中小企業）の欄をご記入ください

	
	
	次ページの３．特定非営利活動法人の欄をご記入ください

	
	
	次ページの４．なし（創業前）の方の欄をご記入ください


【１．個人事業主】
	開業日
	平成　　年　　月　　日

	法人設立の予定
	有・無
	予定日：平成　　年　　月　　日

	主たる業種
(日本標準産業分類中分類にならってご記入ください) 
	中分類名：

	
	コード(２桁)：

	主たる事業所の所在地
（都内に移転予定の場合はその場所）
	〒　　　　　


	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称
	

	
	取得見込み時期
	


【２．法人（中小企業）】
	法人設立日
	平成　　年　　月　　日

	主たる業種
(日本標準産業分類中分類を記載) 
	中分類名：

	
	コード(２桁)：

	決算日
	　　　月　　日

	資本金又は出資金
	千円
（うち大企業からの出資：　　　　千円）

	株主又は出資者数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　名
（うち大企業からの出資：　　　　　名）

	役員・
従業員数
	合計
	　
	人
	内訳
	①役員　
	常勤
	
	人
	非常勤
	
	人

	
	
	
	
	
	②従業員
	正社員
	
	人
	ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	
	人

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称
	

	
	取得見込み時期
	


②事業の概要(つづき)

【３．特定非営利活動法人】
	法人設立日
	平成　　年　　月　　日

	活動の種類
（中小企業者の振興に資する事業を行う者であって、以下のいずれかをチェック）
	☐ 1. 中小企業者と連携して事業を行うもの
☐ 2. 中小企業者の支援を行うために中小企業者が主体となって設立するもの
（社員総会における表決議の二分の一以上を中小企業者が有しているもの

	理事・
従業員数
	合計
	　
	人
	内訳
	①理事　
	常勤
	
	人
	非常勤
	
	人

	
	
	
	
	
	②従業員
	正社員
	
	人
	ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	
	人

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称
	

	
	取得見込み時期
	


②事業の概要(つづき)

【４．なし（創業前）の方】
	開業日（予定日）
	平成　　年　月　日

	法人設立の予定
	有・無
	設立予定日：平成　　年　　月　　日

	主たる業種
(日本標準産業分類中分類にならってご記入ください) 
	中分類名：

	
	コード(２桁)：

	主たる事業所の所在地
（予定）
	

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称
	

	
	取得見込み時期
	


（２）事業内容
 (事業全体について、詳しく記載してください。枠に収まらない場合は適宜広げてください。)
	①事業の具体的な内容（製品・サービスの特徴・独創性、ターゲットとする顧客のニーズ等）
　　　　　　　　　　　　※ソーシャルビジネスの場合は「顧客」を「社会や社会課題の解決」と読み替えてください。

	

	②市場（市場の特徴、市場規模、市場の成長性等）

	

	③保有する経営資源（事業推進に必要なヒト・モノ・カネ・ノウハウ等）

	

	④本助成を得ることによる効果（雇用への効果、地域経済への波及性、地域社会への貢献性等）

	


公益財団法人　東京都中小企業振興公社


理事長殿
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